
小金井市特別職報酬等審議会（第１回）次第 

 

 

 

平成２７年２月１７日（火）午後５時００分から午後７時００分まで（終了予定） 

小金井市役所本庁舎３階第一会議室 

 

 

 

１ 市長挨拶 

 

 

２ 委嘱状交付 

 

 

３ 委員自己紹介、事務局紹介 

 

 

４ 審 議 

 

 議 題１ 会長の互選・職務代理者の指定 

  議 題２ 会議録の作成及び公開 

  議 題３ 小金井市特別職報酬等審議会の概要説明 

  議 題４ 諮問事項の概要説明及び諮問事項の審議 

 

 

５ その他 
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(　任期　平成２７年２月１７日～平成２９年２月１６日　)



小総職発第２５０号

平成２７年２月１７日

小金井市特別職報酬等審議会会長様

このことについて、下記の項目を貴審議会へ諮問いたします。

獅
蹄

小金井市長稲葉孝

③

平成２６年度小金井市特別職報酬等審議会に係る諮問事項について（諮問）

●

記

諮問事項地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６

年法律第７６号）に伴う新教育長の給料月額について

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律(平成２６年法律第７

６号）が平成２６年６月２０日に公布され、平成２７年４月１日から施行されることと

なりました。

本改正において、施行日以降に新たに議会の同意を得て、市長が任命する教育長（以下

「新教育長」という｡）は、身分を特別職とするとされたことから、小金井市特別職報酬

等審議会条例（昭和３９年条例第２６号）第２条の規定に基づき、新教育長の給料月額に

つきましてご審議賜りたく、諮問いたします。

なお、新教育長に係る給料月額につきましては、現行支給額の７６５，０００円をご提

示申し上げます。



 

諮問予定事項に係る概要説明 

 

 

諮問予定事項  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律

（平成２６年法律第７６号）に伴う新教育長の給料月額について 

 

 

１ 諮問背景 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法

律第７６号。以下「改正法」という。）が平成２６年６月２０日に交付され、平成

２７年４月１日から施行されることとなりました。 

本改正において、施行日以降に新たに地方公共団体の長が議会の同意を得て任命

する教育長（以下「新教育長」という。）は、身分を特別職とするとされたことか

ら、小金井市特別職報酬等審議会条例（昭和３９年条例第２６号）第２条の規定に

基づき、その給料月額について、当審議会へ諮問するものであります。 

 

２ 改正法における要旨（新教育長関係） 

 ⑴ 教育委員長（非常勤）と教育長（常勤）を一本化した新教育長（常勤）の設置 

 ⑵ 市長が議会の同意を得て直接任命するため、新教育長の身分を特別職と規定 

 ⑶ 新教育長の任期は３年 

 

３ 現教育長と新教育長の関係 

  改正法附則第２条第１項において、この法律の施行の際現に在職する教育長は、

その教育委員会の委員としての任期中に限り、なお従前の例により在職することと

されたため、現教育長の給料月額には特段の変更は生じず、月額７６５，０００円

となります。 

資料１資料１資料１資料１    



Ｑ＆Ａ

文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課教育委員会係

文部科学省ホームページに、本法律に関する詳細の情報が掲載されています。ぜひご覧下さい。
法律詳細：http://www,mext､go､jp/bLmenu/houan/kakutei/detaiI/1348975.ht、
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今回の改正において、教育行政の責任者としての教育長のリーダーシップは高まりますが、教育長以外は、
非常勤の委員で構成する委員会の多数決で意思決定を行う仕組みは従来どおりです。また、教育委員の職業等
に偏りが生じないよう配慮するとの規定を改正後も維持しており、教育の専門家ではない一般の住民の意向を
教育行政に反映していく、いわゆる「レイマンコントロール」の考え方は変わっていません。
このため、教育委員の資質・能力の向上は重要であり、人選の工夫や研修の充実等が期待されるところです。
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；いじめ事件などが生じた場合には、まず、常勤の教育長が第一義的な責任者として迅速に対応することとな

;ります｡また､教育長の判断により､教育委員への迅速な情報提供や教育委員会会議の招集が可能になります。
；さらに、首長の判断により、緊急に総合教育会議を開いて、購ずべき措置について教育委員会と協議･鯛整
;を行うことも可能です。
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ｉ大綱が対象とする期間について、法律上に規定はありませんが、首長の任期が４年であることや、国の教育

||振興基本計画の対象期間が5年であることに鑑み､４～5年程度のものとして定めることを想定しています。
ｉまた、地方公共団体において、教育振興基本計画を定める場合には、その中の施策の目標や施策の根本とな
Ｉる方針の部分が｢大綱｣に該当すると位置づけることができるものであり､首長が総合教育会議において､教
；育委員会と協議し、当該計画をもって大綱に代えることと判断した場合には、別途、大綱を策定する必要はあ
＄りません。
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教育委員会の
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十読

＞教育委員長と教育長のどちらが責任者かわかりにくい

＞教育委員会の審議が形骸化している

繍難瀧雲i蔓憲墓吟＞地域住民の民意が十分に反映されていない

たせるようにする必要がある

委員長と教育長を一本化した新｢教育長｣の設置
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教育長へのチェック機能の強化と会議の透明化

ロ新「教育長」の判断による教育委員への迅速な情報提供や会議の招集の実現。

ロ教育委員によるチェック機能の強化のため、

・教育委員の定数１／３以上からの会議の招集の講求

・教育委員会規則で定めるところにより、教育長が委任された事務の管理・執行状況を報告する義務

について規定。

ロ会議の透明化のため、原則として、会議の議事録を作成・公表すること。

Ｙ教爾委員会の審議《Z》活性《魁

＞教育行政における責任体制の明確化

＞教育委員会の審議の活性化
菟

＞迅速な危機管理体制の構築 ｉｉ
＞地域の民意を代表する首長との連携の強化

慶淵蓋憲書麓毒簾窒≦鰯誹止iｉ

政治的中立性の確保

◆教育委員会は､弓|き続き、執行機関

◆総合教育会議で、首長と協議・調整

は行うが、最終的な執行権限は教育

ｆ委員会に留保されている。

,鮒遂蟻すぺての地方公共団体に｢総合教育会蟻｣を設置

●大学に関すること

●私学に関すること

竹1１■■

一一

合教育会宵諏
首長

鐙－１雲塞iＬＣ

委員

金魚盆意見聴取者

Ki禰鱒濡諺

史ＱＲＲＲｌ教=曇同一
教育長委員委員長委員委貝

●公立学校の設置凧管理･廃止？

●教職員のi人事麦ＩｌｌＩＩＩ淵凌Ｊｆ州NIli炉
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●教育課程《i生徒指導４１Ｕ－一～ＪＪＬ
●教科書弓その他の教材の取り扱い

●施設般備3ﾘﾘ整備iJlllIIl耐ルル価'11Ｗ

●社会教育:坐塗室:ilHﾘ幽茎Ｌパ里些

●スポ拳ツ砿文化r文化財、Ｆ

ｇＪ二…樋；
ロ首長が招集。会議は原則公開。

ロ構成員は首長と教育委員会。
（必要に応じ意見聴取者の出席を要請）

ロ協議・調整事項は以下のとおり。
①教育行政の大綱の策定
②教育の条件整備など重点的に講ずべき施策
③児童・生徒等の生命・身体の保護等緊急の場合に
講ずべき措置

ロ大綱とは､教育の目標や施策の根本的な方針｡教育基本法第１７条に規定する基本的な方針を参酌して定める。

ロ総合教育会崖において、首長と教育委貝会が協膳・調整を尽くし、首長が策定。

ロ首長及び教育委員会は、策定した大綱の下に、それぞれの所管する事務を執行。



資料３

市名 月額

八王子市 850,000 円

立川市 799,000 円

※武蔵野市 780,000 円

三鷹市 810,000 円

青梅市 805,000 円

府中市 810,000 円

※昭島市 810,000 円

調布市 800,000 円

町田市 820,000 円

小金井市 765,000 円

小平市 810,000 円

日野市 785,000 円

東村山市 740,000 円

※国分寺市 710,000 円

国立市 750,000 円

福生市 692,000 円

狛江市 721,000 円

東大和市 710,000 円

清瀬市 648,000 円

※東久留米市 770,000 円

武蔵村山市 691,000 円

※多摩市 776,000 円

稲城市 695,000 円

羽村市 715,000 円

あきる野市 695,000 円

西東京市 797,000 円

２６市平均 759,769 円

類似団体平均 768,500 円

※類似団体

２６市における現教育長の報酬月額調べ



小金井市特別職報酬等審議会条例小金井市特別職報酬等審議会条例小金井市特別職報酬等審議会条例小金井市特別職報酬等審議会条例    

昭和39年７月６日条例第26号 

改正 

昭和49年12月28日条例第33号 

平成18年12月21日条例第41号 

平成20年９月26日条例第20号 

平成26年12月18日条例第31号 

（設置） 

第１条 市長の諮問に応じ、議員報酬等の額について審議するため、小金井市特別職報酬等審議会

（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 市長は、議会の議員の議員報酬の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額に関する条

例を議会に提出しようとするときは、あらかじめ、当該議員報酬等の額について審議会の意見を

聴くものとする。 

（委員） 

第３条 審議会は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する委員10人以内をもつて組織する。 

(１) 市民（市内に住所を有する者に限る。） ３人以内 

(２) 市内の地域団体及びその他の団体の代表 ５人以内 

(３) 学識経験者 ２人以内 

２ 前項第１号の委員は、公募によるものとする。 

３ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、連続して３期を超えてはならない。 

４ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置き、会長は委員の互選によつて定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ、会長の指定する委員がその職

務を代理する。 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集する。 

資料資料資料資料４４４４    



２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の会議は公開する。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、人事担当課において処理する。 

（雑則） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和49年12月28日条例第33号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

付 則（平成18年12月21日条例第41号） 

この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

付 則（平成20年９月26日条例第20号） 

この条例は、公布の日から施行し、（中略）第２条の規定による改正後の小金井市特別職報酬等

審議会条例の規定（中略）は、平成20年９月１日から適用する。 

付 則（平成26年12月18日条例第31号） 

（施行期日） 

 １ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

 ２ この条例による改正後の第２条の規定は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部

を改正する法律（平成２６年法律第７６号）による改正後の地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により任命する教育長の給料から

適用する。 



小金井市教育委員会事務局等職員給与条例小金井市教育委員会事務局等職員給与条例小金井市教育委員会事務局等職員給与条例小金井市教育委員会事務局等職員給与条例（（（（昭和昭和昭和昭和28282828年年年年11111111月月月月28282828日条例第日条例第日条例第日条例第17171717号号号号））））    抜粋抜粋抜粋抜粋    

    

第２条 教育長の給料月額は、765,000円とする。 

２ その他給料、通勤手当及び期末手当の支給に関しては、特別職の給与に関する条例（昭和31年

条例第22号）第５条、第５条の２、第５条の３及び第６条の規定を準用する。 

 

 

特別職の給与に関する条例特別職の給与に関する条例特別職の給与に関する条例特別職の給与に関する条例（昭和（昭和（昭和（昭和31313131年９月年９月年９月年９月27272727日条例第日条例第日条例第日条例第22222222号）号）号）号）    抜粋抜粋抜粋抜粋    

    

（その他の給与） 

第５条 市長及び副市長（以下「市長等」という。）に対しては、給料及び旅費のほか、通勤手当、

期末手当及び退職手当を支給する。 

（通勤手当） 

第５条の２ 市長等の通勤手当の額及び支給条件は、一般職の職員について定められているものの

例による。 

（期末手当） 

第５条の３ 期末手当は、３月１日、６月１日及び12月１日（以下これらの日を「基準日」という。）

にそれぞれ在職する市長等に対して、それぞれ基準日の属する月の末日までの間に支給する。こ

れらの基準日前１か月以内に退職、失職又は死亡（以下「退職等」という。）した市長等（当該

基準日において、この項前段の規定の適用を受ける者を除く。）についても同様とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれその基準日現在（退職等をした市長等にあつては、退職等をした日

現在）において市長等が受けるべき給料月額及びその給料月額に100分の20を乗じて得た額の合

計額に、３月に支給する場合においては、100分の20、６月に支給する場合においては、100分の

180、12月に支給する場合においては、100分の195を乗じて得た額に、基準日以前３か月以内（基

準日が12月１日であるときは、６か月以内）の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて、

次の表に定める割合を乗じて得た額とする。 

資料資料資料資料５５５５    



  

在職期間 

割合 基準日が３月１日又は６月１日であ

る場合 
基準日が12月１日である場合 

３か月 ６か月 100分の100 

２か月15日以上３か月未満 ５か月以上６か月未満 100分の80 

１か月15日以上２か月15日未満 ３か月以上５か月未満 100分の60 

１か月15日未満 ３か月未満 100分の30 

（支給方法） 

第６条 市長等に支給する給料、旅費、通勤手当、期末手当及び退職手当の支給方法及び支給手続

については、一般職の職員について定められているものの例による。 

２ 前項以外の特別職の職員に支給する報酬及び旅費は、当月分を翌月10日までに支給する。 

（規則への委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 


